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■地域を考える（４）
－ 新聞投稿から② －
長岡大学就職支援室長　　　栃 倉 一 彦
前回に続いて、新聞投稿（新潟日報「窓」）の引き
写しでお茶を濁させていただきます。私がもっとも関
心を持ち、懸念しているのは地方の衰退、過疎化の進
行です。私が住んでいるのは長岡市の西の外れ（大積
町）で、20年前に中学校は廃校になり、小学校も複式
学級寸前の状態にあるが、新潟県内を見れば、このよ
うな状況におかれた地域は珍しくないと思われる。
世界人口がアフリカ等の未開発地域を中心に爆発的
に増加する中で、日本の人口は2006年頃にはピークを
打ち、100年後には現在の半数以下に減少するという
予測もある。先んじて新潟県の人口は、平成５年９月
の249万人を頂点に下降局面に入った。この縮小する
人口が、市町村合併を経て県内都市部に収斂し、周辺
部の過疎化は進行を止めないであろう。
人口は、国や地域の盛衰のバロメーターである。し
かし、増加することが一概に良いとは言えない。現在
61億人の世界人口は、2050年には93億人に達すると言
う予測もあるが、人口増加による地球環境の悪化は格
別に深刻である。物理学者ホーキンス博士、元東北大
学総長西沢潤一博士らは、このままで行けば人類はあ
と100年位しか保たないだろうと発言されているやに
聞く。アジアやアフリカの人たちが、日本人と同じよ
うに車を持つような文化生活を希求すれば、水はもと
より空気さえも不足するかもしれない。
一方で、日本、特に地方の人口減少も深刻である。
整備された高速道、公共施設をあざ笑うごとく、人口
の大都市集中、過疎化の進行で、地方の活力が減退し
ている。国立社会保障・人口問題研究所が昨年春にま
とめた将来人口推計によると、2030年には新潟県の人
口は211万人に減少が見込まれている。
多くの都道府県、市町村が効果的な対策を見いだせ
ないままもがいているのであろう。そして、何ら独創
的な取り組みのできないまま、その他大勢と同じよう
に、新潟県も沈んでいくのであろう。真面目な話、私
も雪国、原発、産業廃棄物、低所得の新潟県から大都市
への脱出を常に考えている。ただし、金もなく、年老
いて来て、それも不可能なことを理解しつつあるが。
過疎から脱出する道はあると信じている。ただし、
楽な道ではないし、きれいな道ではないし、他人の通
った道ではない。大都市に住む偉い先生から美しい話
は何度も聞かされた。どの地方でも受け入れられる美
しい話に争って飛びついても、勝てる者はいないか、
一、二番手だけにしかうまい汁はない。この競争の時
代、おいしい話にはすぐに人が追随する。
「人の行く裏に道有り山椿」という株式投資の極意
がある。他人の働かない時間に働いて売り上げを伸ば
す業界がある。私の住む町で言えば、いわゆる中山間
地で、稲作では成り立たず、今や産業廃棄物処理場の
集積地帯になっているが、開き直って、産業廃棄物処
理場よりましであったら何でも良いと思えば活路はあ
ると思う。私が提唱したいのは、カジノあるいはアメ
リカの「サンシティ」にならった高齢者ユートピアで
ある。現在の環境でも５キロ圏に鉱泉宿が５つあり、
国営公園、雪国植物園に、県の指定文化財白ツツジ、
菖蒲園、山菜栽培をあわせて、公園と花、温泉と山菜
の町を売り出せば、とりあえず安上がりの高齢者向け
保養地になり得る。さらに、産廃物の違法投棄に見舞
われかねない山地を切り開いて高齢者専用の安全なカ
ジノを「特区」として開発すれば、交流人口も就業機
会も爆発的に増加するであろう。個人の金融資産1,400
兆円と言われるが、大部分は高齢者の資産であるとい
う。これを狙わない手はない。
賛同者の多からんことを祈っている。
原発攻撃への抑止策あるか
六日の朝のテレビ番組の中で、引き揚げられた
朝鮮民主主義人民共和国（北朝鮮）の工作船に据
え付けられていた対空機関銃は原発攻撃用だとの
発言があった。
私は、日本のエネルギー事情を考慮すれば、大
胆な地域振興策と引き換えに、原発立地やむなし
と考えているし、先般の一連のトラブル隠しにも
特段驚かない。
原発地域住民のもっとも恐れているのは、国内
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の原発管理体制の不備ではなくて、隣国からミサ
イルや工作船で狙われることである。
柏崎原発を見学すると、原子炉を覆う隔壁の厚
さに驚くが、ミサイルの攻撃に耐えうるのだろう
か。また、迎撃できる体制は、整っているのだろ
うか。
脅威からわれわれを守るために日米安保がある
が、決定的な局面、たとえば隣国からミサイルが
発射されたとき、米国が自国の一部のように、迎
撃ミサイルで日本を守ってくれる、と信じられる
だろうか。
報復を恐れず、拉致問題を徹底的に追及するた
めにも、ミサイルや工作船からの原発攻撃を抑止
するためにも、日本の有事体制の整備は緊急を要
するということを、両件に密接にかかわる県民と
して、真剣に考える必要があろう。
（2002.10.13 原発攻撃への抑止策あるか）
国民年金、全額国庫負担を
10月30日付の本紙で、国民年金保険料を納付し
ない者が、免除者を含めると半数近くになる、と
報道された。
既に、13日付本紙には、これに対処するため、
坂口厚労相が消費税上げにより国民年金の国庫負
担率を2分の1（現行3分の1）へ引き上げるよう提
起した、と伝えられている。
厚労相の提案に賛成する。私はむしろ、消費税
率を15％ぐらいに上げてでも、全額国庫負担とす
ることで、全国民に老後の最低限の保障が得られ
るならば、構造改革に伴う痛みにも耐える覚悟が
できると思う。
政府は、不良債権処理策とあわせて、企業淘
とう
汰
た
や失業者増加に備えた安全網を提示したが、長期
的なセーフティーネットとして、国民年金の全額
国庫負担を取り上げてほしい。
国民年金の保険料については、逆進的で低所得
者に負担感が強いとか、若者を中心として不払い
者が多く、皆年金が危ぶまれたり、徴収コストが
かかりすぎるとか、学生時代に保険料を払わない
間に、障害者になったために年金を受給できない
とか、いろいろな問題がある。
全国ベストの保険料納入率を誇る本県住民の思
いを生かし、諸問題を解決するためにも、厚労相
の提案を一歩進めてほしい。
消費税の完全目的税化と、必要な引き上げによ
り、全国民に等しく、最低限の老後の生活保障を
行うべきと思う。
（2002.11.６　国民年金、全額国庫負担を）
合併協議会の審議に期待
１月11日の本紙で、本県は東日本で突出して合
併協議会の設置が進んでいる、と報道されていま
した。
中央、地方の財政事情から余儀なくされた面は
ありますが、実施する以上は最大限、実りある合
併にしたいものです。そのためには、合併の基本
事項や、新市の将来構想を審議する合併協議会の
審議に、大いに期待します。
この段階で、住民や各地域の要望をきちんと提
案し、反映させる必要があります。特色ある町づ
くりをしてほしいと願い、以下の提案をします。
１．町内会中心の市政運営
従来の市町村単位の枠組みが取り払われた後に
も、地域の環境、伝統、特色を維持、発揮するに
は、究極の地方分権である町内会単位の活動を、
活性化する必要があります。
しかし、現実の町内会は、過疎化、高齢化など
により、労力、経費の負担にあえいでいます。町
内会への大幅な助成を行い、地域の担い手を支援
しましょう。合併により節減される議会コストの、
ごく一部で実現可能です。
２．サラリーマン、女性の市議会への参加
住民の多数を占める人たちの声を市政に反映す
るために、議会は夜間、休日に開催しましょう。
サラリーマンなどの兼職議員であれば、報酬を大
幅に引き下げることもできます。
アメリカの地方議会、例えば、長岡市と同規模
の人口のミシガン州アナーバ市では、議会は夜７
時半開始で、住民が本会議で発言でき、非常に活
発な議論が展開される。立法化する必要のあるも
のは、議員のみで審議する。議員は男性６人、女性
５人の11人、報酬は月額９万円弱という実例があ
ります（松下政経塾ＨＰ月例リポート大場秀樹
氏）。
３．高齢者中心の町づくり
特色ある町づくりのために、従来の若者の定着
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を主眼にした町づくりから、高齢者の手による高
齢者のための町づくりへの転換を提案します。病
弱者への福祉にとどまらず、高齢健常者が楽しみ、
遊ぶ託老所からカジノまで、高齢者自身が参画し、
町民所得を生む産業として開発、促進しましょう。
４．農業の競争力強化
本県には、農業でしか環境を維持できない土地
が広がっています。しかし、昨年12月に策定され
た｢コメ大綱｣によれば、政府による減反調整はご
く近い将来に廃止され、補助金も先細りでしょう。
政府や農協頼みの農業を脱し、先んじて規制緩和
特区制度を利用し、中山間地を手はじめに株式会
社の参入、バイオ技術の活用などにより自立した
農業先進地を目指しましょう。
５．高等教育への市民参加
デフレ不況の中で、高等教育の費用が家計を圧
迫しています。地元の大学へ進学すれば、生計費
を含めた教育費は半分で済み、また、地域の中、
高齢者の学習意欲の高まりもあって、地域の大学
への期待が高い一方、地方にあるというだけの理
由で、地域の大学は学生確保に苦心しています。
従来の産学連携にとどまらず、大学評議員会な
どへの市民の参画により、学生から高齢者まで、
広い世代のニーズを反映した特色ある地域の大学
を育成しましょう。
（2003.２.４　合併協議会の審議に期待）
議員候補は改革案を示せ
最近の世論調査結果によれば、地方議会の現状
に満足していない人が63％にのぼる。折しも統一
地方選挙がスタートしたところであり、議員候補
者は批判を率直に受け止め、選挙戦において改革
案を提示し、住民の審判を仰いでほしい。
１、民意の反映
世論調査で80％が求めている「住民投票」を積
極的に活用すべきである。住民投票は間接民主制
に反すると言われるが、明確な主張を提示しない
まま、地縁、血縁で選ばれた議員にすべてをゆだ
ねることはできない。また最終的な議決は議員の
専権としても、議会で住民が自由に発言できるよう
にすべきである。
２、女性議員の参画
日常生活に密着した議論をすべき市町村議会
に、女性議員が極めて少ない。女性が選ばれにく
い地縁選挙が展開されるからである。議員の半数
を女性とするよう工夫し、必要なら立法化すべき
である。
３、議員報酬
地方議会の開催は、年４回各２週間程度といわ
れる。そのため、議員には自営業、農業等の兼業
者も多く、年金受給者も多いことを考えれば、現
在の議員報酬は極めて高いので、半額程度に縮減
するのが妥当である。
（2003.４.５　議員候補は改革案を示せ）
地域間の競争に打ち勝て
いわゆる三位一体の地方税財政改革をめぐっ
て、国と地方の対立が深まっている。鳥取県知事
が東芝製品不買まで言及するのは感情的すぎるよ
うだが、平成15年度末で地方借入金残高が199兆
円と見込まれる（「三位一体の改革についての意
見書」）など厳しい地方財政を反映したものであ
り、税源移譲の先送り、補助金削減額の７、８割
の税源移譲といった議論は耐え難いものである。
昨年12月には道路公団民営化推進委員会のとりま
とめが難航し、高速道路の建設継続をめぐって大
都市と地方の対立が先鋭化したように、今後ます
ます地域間の競争・対立が深まると思われる。こ
の背景を考えてみよう。
10年余に及ぶバブル崩壊後の不況との闘いは、
日本流の「痛みをごまかす」改革を探ったため思
いも寄らぬ長期戦となったが、ここにきて前３月
期の企業決算が史上最高益になり、本年度につい
ても収益のさらなる改善が予想されるなど企業の
自信回復を反映して株価も落ち着きを取り戻して
いる。リストラと輸出頼みの業績回復といわれる
が、購買力平価が１ドル160円とか、景気回復に
は200円以上が必要とかいう議論がある中で、110
円台の円高での最高益は日本企業にとって大きな
自信になろう。
しかし、このような企業の競争力回復の陰で何
が起こっているのか。
一つは国、地方財政の窮迫であり、これに伴う
地域間の財政力格差調整機能の喪失である。バブ
ル崩壊後の100兆円以上といわれる景気対策支出、
国際水準を目指した法人減税、個人消費を促すた
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めの個人所得税の減税などによって国・地方合わ
せた長期債務残高は平成15年度末で686兆円（同
前）に及ぶ見込みである。急激な改革による痛み
を避けるために企業も個人もその負担を公的部門
に押しつけたとみることができよう。個人の金融
資産が1,400兆円といわれるが、その半分は公共部
門の借金で賄われている計算である。
二つは雇用の不安定化である。若年層の失業率
が10％に及び、リストラが当たり前のアメリカ流
の企業風土が広まった。中国との競争には人件費
の削減は避けて通れない道であり、年功給、家族
主義の日本的経済は粉々に砕け、雇用の階層化が
急激に進行している。
三つは、これらの結果として都市と地方、個人
間の経済力の格差拡大が予想される。
このような地方の苦境に対応するには、原発立
地、水源供給、産廃物処理、降雪、若年労働力の
供給などの地方の負担を課税自主権の行使などに
より大都市圏に転嫁する必要があろう。しかし、
もっとも大事なことは住民の受益と負担の明確化
による地方行政の効率化と特色ある町づくり、産
業興し（例えば、高齢ユートピア、カジノ）によ
る県民所得の拡大である。大詰めにきた市町村合
併の議論に期待する次第である。
（2003.７.８　地域間の競争に打ち勝て）
新首相は拉致問題解決を最優先課題に
一週間後に迫った自民党総裁選も大筋の方向が
見えてきた。小泉現首相と対立三候補の争点は構
造改革維持か景気回復のため積極財政政策かの選
択に絞られている。10年間の苦闘を経て、米国頼
みとは言え企業業績が改善し、株価回復基調の中
で現首相の優位が鮮明になっている。本県を含む
若干の県で、現首相の「地方軽視」の経済対策に
対する反発から、対立候補が優勢と伝えられるが、
小泉首相には就任当初から「都市再生」を日本復
活の起爆剤にしたいという思いが明白であり、多
くの自民党員、国民はそれを承知の上で、まず日
本全体を健全化しなければならないと判断してい
ると思う。
そもそも小泉首相が主張し、国民の総意になり
つつある規制緩和とか構造改革は、企業、個人の
自由な活動を通じて経済を活性化しようと言うも
のであり、裏返せば弱肉強食のアメリカ型の経済
運営に行きつくものである。もともと規制とか政
府とかは弱者を守り、富を再配分するための仕組
みであり、それを否定して構造改革を進める過程
では、大都市と地方、大企業と中小企業、金持ち
と貧乏人の差は拡大こそすれ、縮小することはな
い。共産党が支配する中国において、規制を緩和
し、経済の自由化策を採り入れたとたん、今や日
本より貧富の格差が拡大していることからも明白
である。たとえ公共事業に10兆円を注ぎ込んでも
この流れは変わらない。経済問題は、ほとんど勝
敗のついた争点であろう。
それよりも今回の総裁選で本当に突っ込んだ議
論をして欲しかったのは北朝鮮による拉致問題解
決への方策であり、決意であったが、残念ながら
ほとんど言及されなかった。万景峰号の運行再開、
外務省高官宅への爆弾テロに対する石原都知事の
「当たり前発言」と国民の不満は極度に高まって
いる。９月３日の昼の報道番組では、拉致問題で
在日の人達がいかに肩身の狭い思いをしている
か、在日が先頭に立ってこの問題を解決しなけれ
ばならないと思いつめたように話し合われていた
が、放置すれば民族間の憎悪に発展する危険さえ
ある。また、12日夜のドキュメンタリーテレビド
ラマでは、拉致問題解明に向けた報道関係者、元
国会議員政策秘書の職を賭した努力が、被害者の
身を案じて表面に出ようとしなかった被害者家族
を団結させ、漸くここまで政府を、世論を動かす
に至った経緯を明らかにしてくれた。
ここに至る被害者家族の覚悟を踏みにじって、
人道の名のもとに食糧支援したり、問題回避すれ
ば、核の問題でも譲歩を迫られることは必定であ
る。人道上の支援はまず友好国である中国、同一
民族で「太陽政策」を掲げる韓国の判断に任せて
おけばいい。
拉致被害者５人が帰国してから１年にもなろう
と言うのに５人の子や夫の帰国についてさえ、全
く進展がない。ことここに至っては、外務省への
丸投げではなく、新首相の最初で最大の課題とし
て、陣頭指揮により早期解決をはかって欲しい。
また、新潟県は国交回復後の両国交流の拠点を
担うためにも、拉致問題解決に向けた一層の努力
を全国民に認知させる必要があろう。
（2003.９　不採用）
